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フラワータウンセンター地区駅前用地事業提案競技募集要項 
 

１ 募集の趣旨 

北摂三田フラワータウンは、兵庫県が整備した大規模な計画市街地として発展し

てきたが、まち開きから 44 年が経過し、人口の減少や少子高齢化など、ニュータ

ウンを取り巻く環境は大きく変化している。 

こうした中、三田市では、令和２年度からニュータウン再生に向けた社会実験(※)

やワークショップ等を実施し、地域課題や必要な機能の検証を進めてきた。 

これらの取組を踏まえ、フラワータウンの中心的なエリアに位置する本用地につ

いて、民間事業者の創意工夫やノウハウを活かし、地域住民の利用・交流・回遊の

促進や既存施設との連携・相乗効果を図ることで、センター地区全体のにぎわいの

創出及び魅力・価値の向上に資する持続可能な土地利用の実現を目指す。 

このため、本用地の活用に係る民間事業者の柔軟かつ幅広い発想による事業提案

を広く募集し、事業提案競技方式により、事業者を選定する。 

※詳細はこちらを参照 

２ 事業提案競技の概要 

（１）名 称 

   フラワータウンセンター地区駅前用地事業提案競技 

（２）主催者 

  兵庫県企業庁（以下「県」という。） 

（３）事務局 

兵庫県企業庁企業誘致課（兵庫県庁１号館３階） 

  〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

  TEL：078-341-7711（内線）75901 FAX：078-362-4272 

  電子メール：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp 

 

３ 用語の定義 

（１）提案事業者 

   本書の記載内容を承諾し、提案書類を提出した者とする。 

（２）事業予定者 

  提案事業者のうち、本事業提案競技の審査結果を踏まえ、県が事業者として決

定した者とする。 

（３）事業実施者 

  事業予定者のうち、県と土地等譲渡契約を締結した者とする。 

（４）共同事業体 

  複数の企業等が「共同事業体協定書(様式６)」を締結して、共同で事業を行う

事業体とする。 

  ※［８応募資格等（２）共同事業体の要件 ］を確認すること 

https://www.city.sanda.lg.jp/soshiki/34/gyomu/seisaku_keikaku/saisei_tosei/flowertownekimaeshakaijikken/37005.html
mailto:kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp
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４ 分譲対象物件 

（１）土地等 

 ① 所在地：三田市弥生が丘 1丁目８番 

※別添位置図（P13）、地積測量図（P14）を参照 

② 地 目：宅地 

 ③ 面 積：約１０，０１１㎡ 

       ※法面約２７％ 

（２）構造物 

  ① 県道 720号に面するフェンス 

  ・高さ：約２ｍ 

・長さ：約 1.8ｍ 

  ・数量：42枚 

 ② 兵庫県立人と自然の博物館側の歩行者用通路に面するフェンス 

・高さ：約２ｍ 

・長さ：約 1.8ｍ 

  ・数量：14枚 

 ※別添フェンス図（P19）の兵庫県立人と自然の博物館恐竜ラボとの境界上に 

  存在するフェンスについては、約 0.36ｍを分譲対象とする。 

 ③ 道路側溝用蓋（８種類） ※概算 

 Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ Ｇ Ｈ 

縦(m) 0.37 0.30 0.30 0.40 0.62 0.56 0.37 0.37 

横(m) 1.00 1.00 0.54 0.40 0.62 0.56 0.50 0.30 

数量(枚) 11 ５ １ ２ １ １ １ １ 

 ④ メガネ杭＋トラロープによる侵入防止施設一式 

（３）埋設物 

  ・敷設アスファルト※範囲：別添 AS埋設図（P18）のとおり 

（４）主な法的規制 

都市計画法 

用途地域等 
近隣商業地域 

（建ぺい率 80％、容積率 300％） 

地区計画 
北摂三田フラワータウン地区計画 

（センター地区） 

景観法 
・三田市景観条例 

・三田市新市街地景観計画（フラワータウン地区） 

兵庫県屋外広告物条例 許可地域（特定地域） 

その他 新住宅市街地開発法 

（５）最低譲渡価格 

   金６２３，４００，０００円 

   ※［４分譲対象物件（３）埋設物］の敷設アスファルトについては、撤去に要

する費用を考慮したうえで、最低譲渡価格を設定している。 
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５ スケジュール 

① 募集要項の公開 令和８年 11月９日(月)   

② 質疑の受付 令和８年 11月９日(月) ～ 11 月 16日(月) 

③ 質疑への回答 令和８年 11月30日(月)  予定 

④ 応募登録 令和８年 12月７日(月) ～ 12 月 14日(月) 

⑤ 提案書類等の受付 令和９年 １月４日(月) ～ １月 18日(月) 

⑥ 提案審査（書面） 令和９年 ２月初旬  

⑦ 事業予定者の決定 令和９年 ２月中旬  

（審査結果の通知・公表）   

⑧ 土地等譲渡契約締結 令和９年 ２月下旬  

契約保証金納付   

⑨ 分譲対象物件の引き渡し 令和９年 ３月中旬  

 

６ 開発条件等 

（１）基本事項 

  ・各種法令に基づく届出等については、提案事業者自身において関係機関に確認

のうえ、施設整備その他必要な工事等は、事業実施者の責任と負担で適切に行

うこと。 

 ・事業実施者は、提案した全体計画、施設整備計画、施設運営計画等について県

と協議を行い、必要に応じて修正を加えた事業実施計画を策定し、県に提出す

ること。なお、県の承認を得た計画について、やむを得ない場合を除き、変更

は原則認めない。 

・事業実施にあたり、周辺事業者・地域住民等への計画・工事説明及び周辺の環

境対策・地元調整等については、事業実施者の責任と負担で、適切に行い、そ

の他必要な事項は、県や関係機関の指示に従うこと。 

（２）施設等整備 

・分譲対象物件は現状有姿で引き渡すため、敷地内に存置する構造物の撤去・修

繕等については、事業実施者の責任と負担において適切に行うこと。 

・車両進入口については、原則既設出入口を利用するものとし、やむを得ない理

由により変更する場合は、道路管理者（三田市）と事前に協議すること。 

・駐車場、駐輪場等は、周辺施設や住民に迷惑のかかることのないよう、必要台

数を敷地内に確保すること。 

・地盤の高さについては、原則として、現状地盤面で整備を行うこと。 

・ユニバーサルデザインに配慮し、だれもが使いやすい施設とすること。 

（３）環境・景観形成 

・三田市景観条例（三田市）/三田市新市街地景観計画（三田市）/兵庫県屋外広

告物条例（兵庫県）にしたがって、建物や外構の形状・デザイン・色彩、広告

物等については、隣接する敷地や周辺環境との調和や連続性に十分配慮し、緑

豊かで魅力的な景観の創造に努めること。 

・環境悪化を招かないよう交通等の対策を十分講じること。 
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・非常時の対応その他安全対策に十分留意すること。 

・風害、騒音、電波障害が生じないようにすること。 

（４）土壌・地盤の概要等 

・県は、分譲対象物件の地盤調査を実施していないため、地盤調査及び改良が必

要な場合は、事業実施者の責任と負担で適切に行うこと。 

・県は、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号）に規定する土壌汚染状況調査

その他地中の埋設物及び障害物に関する調査を実施していないため、これらの

調査ならびに措置が必要な場合は、事業実施者の責任と負担において行うこと。 

（５）供給処理施設等 

・ガス、上水道、下水道、電気及び電話等の供給処理施設については、事業実施

者が各供給事業者と協議のうえ、事業実施者の責任と負担において整備するこ

と（対象地外での工事が必要な場合を含む）。 

・水道配水管等の整備計画は、三田市と協議のうえ決定するため、事業実施者の

責任と負担において整備すること。 

（６）防災情報 

・分譲対象物件に掲げる土地は、兵庫県が指定した土砂災害警戒区域等に該当し

ない。ただし、土砂災害警戒区域等指定の有無は土砂災害発生の可能性がない

ことを示すものではないため、土地の利用にあたっては土砂災害の発生に留意

すること。 

・分譲対象物件に掲げる土地は、三田市ハザードマップ（令和２年７月改訂分）

において、兵庫県が公表した想定し得る最大規模の大雨（想定最大規模降雨）

による河川氾濫時の洪水浸水想定区域に該当しない。ただし、洪水浸水想定区

域 該当の有無は水害発生の可能性がないことを示すものではないため、土地

の利用にあたっては水害の発生に留意すること。 

 

７ その他留意事項 

① 本書記載内容をすべて承知したうえで、事業提案を行うこと。 

② 土地の利用や建物を建築するにあたっては、都市計画法の建築基準や自治体

の条例等により指導などがなされる場合や、開発負担金が必要となる場合があ

るので、利用等に係る法令上の諸規制について、必ず提案事業者において、関

係機関に確認すること。 

③ 事業実施者は、土地等譲渡契約締結日から起算して最低 10 年間は、提案内

容に基づく使用用途に供することとし、県の承認なしに、他目的での利用及び

第三者への転売・転貸等を禁じる。当該期間の経過後も使用用途に則した利用

に努めること。 

④ 県は、分譲対象物件を現状有姿のまま引き渡すこととし、事業実施者は分譲

対象物件の引渡し後、土地等の品質に問題があることを発見しても、土地等譲

渡代金の減額、補修請求、損害賠償の請求または土地等譲渡契約の解除をする

ことができない。 
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⑤ 県は土地等の引き渡し後、地盤の変動またはこの変動に起因する建物その他

の施設の損傷等について、その責を負わないものとする。 

⑥ 関係法令を遵守し、周辺環境に十分配慮すること。 

⑦ 将来、周辺の土地利用が変更されることがある。 

⑧ 次の表の主な問い合わせ先を参照すること。 

【主な問い合わせ先】 

区     分 照  会  先 電  話 

三 

 

田 

 

市 

開発許可、建築基準法 都市整備部審査指導課 (079)559-5115 

地区計画、屋外広告物、景観条例 、

用途地域等 

都市整備部都市デザイン課

都市政策係 
(079)559-5118 

道路の占用及び使用許可、交通安全

施設、道路境界、電線共同溝 等 

都市整備部管理課 

保全係 
(079)559-5101 

上水道 
上下水道部上水道課 

整備係 
(079)559-5159 

下水道 
上下水道部下水道課 

整備係 
(079)559-5122 

消防水利施設 消防本部 (079)564-0119  

そ

の

他 

電力 関西電力(株)阪神営業所 0800-777-8043 

ガス 
大阪ガス(株)兵庫導管部地

域開発チーム（三田担当）  
(078)303-7706 

通信 

ＮＴＴ西日本(株)  局番なし 116 

(株)ジェイコムウエスト

（ケーブルテレビ） 
(0120)999-000 

 

８ 応募資格等 

（１）応募者の資格 

提案事業者は、募集の趣旨に沿って、分譲対象物件の所有権を自ら取得し、事

業実施者として企画・施設設置及び施設運営（施設を賃貸する場合を含む）を行

う十分な資力・経験・経営力・信用及び技術的能力がある企業等（公益法人を含

む）又は共同事業体であること。 

（２）共同事業体の要件 

① 事業実施計画書（様式７）に記載する事業を共同連帯して実施すること。  

② 分譲対象物件の取得を希望する者は、すべて共同事業体の構成員となること。 

③ 共同事業体協定書（様式６）には、共同事業体の目的、名称、事務所、存続期 

間、当該事業体を代表する企業等（以下「代表企業」という。）及び各構成員の

役割分担を定めること。  

④ 本事業提案競技に係る県からの連絡等は、代表企業の連絡担当者に対して行

うことにより、構成員全員に連絡等がなされたものとみなす。  

⑤ 代表企業から県へ提出された書類及び県からの照会に対する代表企業からの

回答は、構成員全員の合意の上で提出又は回答されたものとみなす。 
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（３）欠格要件 

提案事業者（共同企業体による提案の場合は構成する企業等全員）が次の①か

ら⑤までのいずれにも該当しないこと。 

  ① 地方自治法施行令（昭和 22年政令第 16号）第 167条の４の規定に基づく兵

庫県の入札参加資格制限基準による入札参加の資格制限に該当する者 

  ② 兵庫県の指名停止基準に基づく指名停止を受けている者 

 ③ 会社更生法（平成 14年法律第 154号）に基づく更生手続開始の申し立て（旧

会社更生法（昭和 27 年法律第 172 号）に基づくものを含む）又は民事再生法

（平成 11年法律第 225号）に基づく再生手続開始の申立てがなされている者 

※ただし、会社更生法に基づく更生計画の認可を受けている者又は民事再生法

に基づく再生計画の認可を受けている者においては、資格を認める場合があ

るため事前に相談すること。 

  ④ 国税及び地方税を滞納している者 

 ⑤ 暴力団排除条例（平成 22年兵庫県条例第 35号）第２条第１号に規定する暴

力団、第３号に規定する暴力団員又は暴力団排除条例施行規則（平成 23 年兵

庫県公安委員会規則第２号）第２条の各号に規定する暴力団及び暴力団員と密

接な関係を有する者 

（４）資格確認 

応募資格の確認基準日は、応募登録の日とする。 

（５）失格要件 

    提案事業者（共同事業体による提案の場合は、構成員全員）が以下のいずれか

に該当すると県が判断した場合は、当該提案者は失格となる。なお、事業提案内

容の審査により事業予定者として決定した場合でも、契約締結までの間に当該失

格要件に該当すると県が判断した場合は、その決定を取り消すものとする。 

  ① 提出書類等に虚偽の記載があるとき。 

  ② 提出書類等に不備があり、補正が困難であるとき。 

  ③ 審査委員に対して審査における便宜を図ることを依頼する等、審査の公平性

を害する行為があったとき。 

  ④ 提案された譲受申出価格が最低譲渡価格に達していないとき。 

  ⑤ その他不正行為があったとき。 

 

９ 募集要項の公開・配布方法 

（１）公開期間 

令和８年 11月９日(月)から 

（２）配布方法 

  ① 県 HPからダウンロード 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kc03/ftzigyouteiannkyougi.html 

  ② 事務局で配布 

事務局：兵庫県企業庁企業誘致課（兵庫県庁１号館３階） 

所在地：〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

https://web.pref.hyogo.lg.jp/kc03/ftzigyouteiannkyougi.html
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※事務局での配布は、土日祝日を除く上記各日の午前１０時から午後５時 

まで（正午から午後１時までを除く）。 

 

10 質疑応答 

（１）資 格 

  本事業提案競技へ応募を予定する者 

（２）質疑の受付 

 ① 受付期間 

    令和８年 11 月９日(月)から 11月 16 日(月)まで。 

※事務局での受付は、土日祝日を除く上記各日の午前１０時から午後５時 

まで（正午から午後１時までを除く）。 

 ② 提出先 

    事務局：兵庫県企業庁企業誘致課（兵庫県庁１号館３階） 

    所在地：〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

   ＦＡＸ：078-362－4272  E-mail：kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp 

（３）質疑の方法 

 質疑要項を質疑書（様式１）に記入し、郵送、持参、ＦＡＸ、電子メールのい

ずれかの方法にて行うこと。 

※口頭、電話による質疑は受け付けない。 

※上記受付期間内に上記提出先で受付完了したものに限る。 

※封筒には差出人及び送付先の課名を明示すること。 

※メールの場合は、11月 16日（月）までに上記アドレスに到着すること。 

また件名は「フラワータウンセンター地区駅前用地質疑」とし、本文に 

送り主を明示すること。 

（４）回答の方法 

   県のホームページに掲載するが、回答する際に質問者の名称は公表しない。 

   ※回答予定日：令和８年 11月 30日（月） 

   ※回 答 先：https://web.pref.hyogo.lg.jp/kc03/ftsitugikaitou.html 

  ① 原則として、質問者に対する個別具体の回答は行わない。また、回答する際

に質問者の名称は公表しない。 

② 審査会所掌事項（審査基準等）に関する質疑や提案等、事業実施上必要と認

められない事項について回答は行わない。 

③ 回答をもって、本募集要項の修正を行うことがある。 

 

11 応募手続き 

（１）応募登録 

   提案事業者は、以下に定めるところにより、応募登録をしなければならない。 

  ① 受付期間 

    令和８年 12 月７日(月)から令和８年 12月 14日(月)まで。 

※事務局での受付は、土日祝日を除く上記各日の午前１０時から午後５時 

mailto:kigyoyuchi@pref.hyogo.lg.jp
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まで（正午から午後１時までを除く）。 

  ② 受付場所 

    事務局：兵庫県企業庁企業誘致課（兵庫県庁１号館３階） 

    所在地：〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

③ 提出書類 【正本１部、副本９部】 

   ア 応募登録申込書（様式２） 

   イ 提案事業者資格誓約書 兼 確認書（様式３） 

ウ 定款又は寄付行為 

   エ 企業等の概要（会社案内、直近３か年の決算資料等） 

 オ 法人登記簿謄本（履歴事項全部証明書）又はこれに準じるもの及び代表者

の印鑑証明書（いずれも応募登録前３か月以内に発行のもの） 

 カ 納税証明書 

   課税されている国税及び地方税について、管轄する税務署、都道府県及び

市町村が発行する、未納税額がないことの証明書 

   ※国税については、「納税証明書（その３の３）」、地方税については、都道

府県及び市町村が発行する各証明書 

注）共同企業体で応募する場合は、上記イ～カについて、構成員全員について提

出すること。 
④ 応募登録の受付 

     応募登録しようとする者は、上記③提出書類を事前に来訪希望日時を連絡し

たうえで、事務局へ持参すること。 

※郵送、メール等による提出は受け付けない。 

※上記受付期間内に上記提出先で受付完了したものに限る。 

⑤ 応募登録の辞退 

 応募登録者は登録を辞退することができる。その場合は速やかに辞退届（様

式８）により届け出なければならない（期限：提案書類等の受付最終日）。 

⑥ 登録料 

 無料とする。 

（２）提案書類等の提出 

単独事業者、共同事業体の何れの場合も、１社（１共同事業体）につき、１件

の提案に限り提出することができるものとし、以下に定めるところにより、提案

書類等を提出しなければならない。なお、提案に要する費用は、提案事業者の負

担とする。また、提案書類等提出後、誤字等を除き内容変更及び追加は原則とし

て認めない。ただし県が補正を求めた場合はこの限りではない。 

① 資 格 

   提案書類等の提出は、応募登録者に限り行うことができる。 

② 受付期間 

   令和９年１月４日(月)から１月 18日(月)まで。 

※事務局での受付は、土日祝日を除く上記各日の午前１０時から午後５時 

まで（正午から午後１時までを除く）。 
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注）提案書類等の提出にあたっては期限を遵守すること。期限後の受付は一切行わ

ない。（県が補正を求めた場合を除く） 

③ 提出先 

    事務局：兵庫県企業庁企業誘致課（兵庫県庁１号館３階） 

    所在地：〒650-8567 神戸市中央区下山手通５丁目１０番１号 

④ 提出の方法 

下記⑤の提案書類等を事前に来訪日時を事務局に連絡した上で持参するこ

と。※持参以外の方法（郵送、メール等）による提出は受け付けない 

⑤ 提出書類等 

【正本１部、副本９部】 
※下記エの事業実施計画書はデータ(PDF)を記録した USB を併せて提出するこ
と。なお、電磁的記録物はウイルスチェックを行った上で提出すること。 

ア 提案競技申込書（様式４） 

イ 譲受申出価格調書（様式５） 

ウ 共同事業体協定書（様式６）※共同事業体で提案する場合 

エ 事業実施計画書（様式７）（次表に記載の項目及び記入内容を確認すること。） 

項 目 記入内容 

１ 全体計画 ①事業スキーム、事業コンセプト 
②事業開始までの工程スケジュール 
（資金調達、設計、関係機関との調整、施設施工、従業員確保、 
テナント誘致等） 

③地域への貢献度（P1「募集の趣旨」参照） 

２ 施設整備計画 ①全体整備計画 
 ○土地利用計画（建物面積、建ぺい率、容積率、緑化率等） 
 ○施設配置計画（建物、設備、駐車場等） 
注）上記計画には、次の土地利用・施設配置の基本方針とまちづくりへ 
の効果についても説明すること 

 （立地特性を活かした土地利用・施設配置、日常的な利用と滞在 
の創出、駅前のにぎわい創出、周辺地域・施設とのつながり・回 
遊性の向上等） 

②建物建築計画（構造、規模、外壁、屋根の形状、色彩等） 
 ○緑地環境と調和した建築計画 
 〇利用者の利便性・快適性に配慮した建築計画 

〇交通の円滑性・安全に配慮した動線計画 
（建物配置、出入口、駐車台数の考え方、渋滞等の対策、 

車・歩行者の動線） 
注）上記計画には、次の図面等を作成し説明すること。 
＜図面等＞[出力時は下記スケールを目安に A3用紙に収めること] 
 ・全体鳥瞰図又は施設配置図(S=1/300程度) 
 ・建物各階平面図(S=1/200 程度)、立面図(S=1/200 程度) 
 ・駐車場及び動線計画図(S=1/300程度) 
 ・建物の外観及び内観のイメージパース等 
③環境への配慮 
 〇環境負荷低減に資する取組 

（省エネ、再生可能エネルギーの活用、再資源化、 
廃棄物の発生抑制等） 

図面 
建物等の規模が周辺環境に及ぼす影響を審査できる図面（スカイラ 

イン、周辺環境との調和、連続性を審査するための周辺土地建物を含む

南北、東西断面図やアイレベルからのパースなどの図） 



- 10 - 

 

３ 施設運営計画 ①事業内容 
〇運営計画（持続性、継続性含む） 

②管理計画 
 ○管理・運営計画 （考え方、組織図、施設の維持管理等） 
  注）共同企業体の場合は各構成企業の役割を記入すること 
③安全・周辺対策 

 〇防災計画（利用者の安全対策含む） 

４ 資金計画 ①事業投資計画（総事業費と公租公課等を含む内訳、資金調達方法） 
②工事費概算表（調査設計費、敷地整備費、建築工事費等） 
③収支計画 

○収支・ランニングコスト明細（収入・支出項目、算定根拠等） 
 ・収入：販売収入、分譲収入、テナント収入、駐車場収入、余剰金運

用収入、その他収入（受取利息を含む）等 
 ・支出：売上原価、土地造成費、建物建設費、人件費、減価償却費、

保険料、支払利息、維持管理費 等 

④年度収支計画（事業年度ごとに最低 10年間の収支計画） 

オ 添付書類 

   (ア) 直近３カ年の決算資料（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書(剰余金処分計算書又は欠損金処理計算書)、個別注記表、事業報告書等） 

  (イ) その他参考資料（パンフレット、事業実績等） 

注） 共同企業体で事業提案する場合は、上記の書類を、構成する企業等全員につ

いて提出すること。 

  ⑥ 留意事項 

   ア 提案にあたっては現地の状況等を十分に確認してから申し込みを行い、県

以外が管理している施設については、事業提案者の責任において、提案が実

施可能な内容となるよう事前に各施設の管理者に問い合わせること。 

   イ 事業実施計画書は、原則Ａ４サイズとするが、Ａ３サイズも使用可。 

   ウ 事業実施計画書下部中央に通し番号(ページ番号)をつけ、片面印刷し、Ａ

４サイズ縦型に左側綴じで製本すること（Ａ３サイズの書類はＡ４サイズに

片袖折りにして綴じ込む）。 

  ⑦ 提案書類等の取扱い 

ア 提案書類等の著作権は、提案事業者に帰属する。 

   イ 提案書類等は兵庫県情報公開条例（平成 12年条例６号）に基づく公開請 

求等、必要に応じて公開することがある。 

ウ 提案書類等の公開に際しては、著作権者は公開することについて、異議無

く了承するものとし、県に対する金銭等の請求権を一切有しないものとする。 

   エ 提案書類等は返却しない。 

 

12 事業予定者の選定 

（１）審査方法 

① 審査委員会 

提案の審査は、県が設置する審査委員会において、提出された提案書類等（事

業実施計画書等）を審査基準に基づき総合的に評価する。なお、審査委員会は

非公開とする。 
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② 事業予定者の決定 

県は、審査委員会の審査結果を踏まえ、総合評価が最も高かった者を事業予

定者として、次の者を次順位事業予定者として決定する。 

③ その他 

ア 審査の結果、総合評価が 6割未満の場合事業予定者及び次順位事業予定者

として決定しない。 

イ 提案事業者が一者の場合についても、審議を行う。 

（２）審査項目 

審査項目 審査内容 

全体計画 事業スキーム、事業コンセプト 

事業開始までの工程スケジュール 
（資金調達、設計、関係機関との調整、施設施工、従業員確保、 
テナント誘致等） 

地域への貢献度（※P1「募集の趣旨」参照） 

施設整備計画 全体整備計画 
（立地特性を活かした土地利用・施設配置、日常的な利用と滞 
在の創出、駅前のにぎわい創出、周辺地域・施設とのつなが 
り・回遊性の向上等） 

建物建築計画 
（緑地環境と調和した建築計画、利用者の利便性・快適性に配 
慮した建築計画、交通の円滑性・安全に配慮した動線計画等） 

環境への配慮 
（省エネ、再生可能エネルギーの活用、再資源化、廃棄物の 
発生抑制等環境負荷低減に資する取組） 

施設運営計画 事業内容（運営計画※継続性・持続性含む） 

管理・運営計画（考え方、組織図、施設の維持管理等） 

安全・周辺対策（防災計画、利用者の安全確保等） 

資金計画 事業の投資計画の健全性・確実性（収支計画） 

譲受申出価格 申出価格 

（３）事業予定者の決定 

① 結果通知 

審査結果については、書面により全ての提案事業者（代表企業）に、令和９

年２月下旬（予定）に通知する。 

② 公 表 

事業提案者数並びに、事業予定者の名称及びその提案内容（会社概要を含む）

の概要を公表する。 

③ 異議等への対応 

事業予定者の決定理由並びに審査結果に関する問い合わせ及び、異議等につ

いては一切受け付けない。 

 

13 契約手続き等 

（１）事業実施計画の策定 

事業予定者として決定された者は、提案した全体計画、施設整備計画、施設運
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営計画等について県と協議を行い、必要に応じて修正を加えた事業実施計画を策

定し、県の承認を得ること。  

（２）土地等譲渡契約の締結  

① 事業予定者として決定された者は、事業実施計画承認後、速やかに県と土地

等譲渡契約を締結する。 

②  契約保証金の納付にあたっては、県が発行する納付書により売買代金の 100 

分の 10以下の契約保証金を納付しなければならない。  

③  契約保証金の納付完了をもって契約を締結する。 

④ 土地等譲渡契約にかかる印紙税、不動産（土地）所有権移転登記等に要する

登録免許税等の費用及び土地に係る公租公課等、当該契約の履行に関して必要

な一切の費用は事業実施者の負担とする。 

⑤ 事業予定者は、契約の締結をもって、事業実施者となる。 

（３）土地等譲渡契約の解除等 

 提出された提案書類等に虚偽の内容等があると県が判断した場合は、事業予定

者の決定を無効とし、契約締結後においても、事業実施者との土地等譲渡契約を

解除することができるものとする。なお、この決定の無効又は契約の解除に伴い

第三者に損害を与えても、県はその責めを負わない。 

（４）土地等残代金の納付 

① 契約保証金は土地代金に充当するものとし、契約締結後に土地等残代金の支

払用納付書及び登録免許税納付書を送付するので、事業実施者は登録免許税を

納付したことを証する領収書の原本及び土地等残代金支払済納付書の写しを提

出すること。 

②  土地残代金の支払期限は別途県が指定する期日までに一括で納付すること。 

（５）所有権の移転（分譲対象物件の引渡し） 

  ① 土地等の所有権は、事業実施者が土地等代金を完納したときに県から事業実

施者へ移転するものとする。 

  ② 所有権移転登記手続きは、県や管轄法務局において行う。 
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（１）位置図 

広域 

センター地区 

対象地 

出展：国土地理院図 
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土地の所在 三田市弥生が丘１丁目８ 

  

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
 

（２）地積測量図 
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（３）航空写真 

【フラワータウン】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【詳細図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 「国土地理院撮影の空中写真を加工して作成」 
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（４）切盛図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）AS 埋設図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対象地 ※赤色→盛土 

黄色→切土 

※緑範囲の地中に AS が埋設 

 （ラップルコンクリートについては撤去済） 
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（６）フェンス図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）ハザードマップ（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フェンス 13 フェンス 14 

土地境界 

0.36ｍ 

分譲対象範囲 

「出展：三田市ハザードマップ」 


